
●スーパーシティ構想の推進
　ＡＩなどの先端技術を活用し、未
来の暮らしを先行実現しようという
「スーパーシティ」構想を実現する
ためのデータ連携基盤の整備促進な
どが国家戦略特別区域法に盛り込ま
れています。
（令和２・６・３法律第34号＝国家
戦略特別区域法の一部を改正する法
律）
●ネット社会の透明性確保
　巨大ＩＴ企業に、契約条件の開示
や変更時の事前通知等を義務づける
新法が制定されました。

（令和２・６・３法律第38号＝特定
デジタルプラットフォームの透明性
及び公正性の向上に関する法律）
●個人情報保護の見直し
　利用停止・消去等の個人の請求権
の要件緩和など、保護と利活用のバ
ランス等を勘案した個人情報保護法
の改正が行なわれています。
（令和２・６・12法律第44号＝個人
情報の保護に関する法律等の一部を
改正する法律）
●海賊版対策を拡大
　違法ダウンロードの規制対象を全
著作物に広げるなどネット上の海賊

版対策強化が図られています。
（令和２・６・12法律第48号＝著作
権法及びプログラムの著作物に係る
登録の特例に関する法律の一部を改
正する法律）
●粉じん規制の強化
　ずい道等の建設の作業を行なう坑
内作業場について、空気中の粉じん
の濃度等の測定等が事業者に義務づ
けられました。
（令和２・６・15＝厚生労働省令第
128号＝粉じん障害防止規則及び労
働安全衛生規則の一部を改正する省
令）
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　日本では高齢化が進み、より多く
の人がこれまでよりも長い期間にわ
たって多様な形で働くようになるこ
とが見込まれています。
　そのような今後の社会・経済の変
化を年金制度に反映し、長期化する
高齢期の経済基盤の充実を図ること
を目的とする「年金制度改正法」が
成立しました。
　今回の改正の内容は多岐にわたり
ますが、ここでは中小企業に特に影
響の大きいポイントをピックアップ
します。
●被用者保険の適用拡大
　現在、短時間労働者を被用者保険
の適用対象とすべき事業所の規模要
件は500人超とされています。
　この要件が2022年10月に「100人
超」に、2024年10月に「50人超」に
段階的に引き下げられます。
　また、現行「１年以上」とされて

短時間労働者の被用者保険加入を拡大する
年金制度改正法が成立

令和２年６月29日
までの公布分

令和２・６・５法律第40号＝年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律

●受給開始時期の選択肢の拡大
　年金の受給開始時期について、現
在は60歳から70歳の間で自分で選択
することが可能です。その受給開始
時期の選択肢が、60歳から75歳の間
に拡大されます。
●確定拠出年金の加入可能要件の見
直し
　企業型DCの加入可能年齢が「70
歳未満」へ、iDeCo の加入可能年
齢が「65歳未満」へと引き上げられ
るとともに、受給開始時期等の選択
肢が拡大されます。
　確定拠出年金における中小企業向
け制度（簡易型DC・iDeCoプラス）
の対象範囲が100人以下から「300人
以下」へ拡大されるなど、制度面・
手続き面の改善が図られます。

◇
　本改正法は、一部を除いて2022年
４月１日に施行されます。� ●▲

いる勤務期間要件が撤廃され、短時
間労働者についてもフルタイムの被
保険者と同様の２か月超の要件が適
用されます。
　加えて、５人以上の個人事務所の
適用業種に弁護士等の士業が追加さ
れます。
●在職中の年金受給のあり方につい
て見直し
　「在職定時改定」が導入されま
す。これは、65歳以上の在職中の老
齢厚生年金受給者の年金額につい
て、毎年定時に改定し、就労を継続
したことの効果を早期に年金額に反
映させて、在職受給権者の経済基盤
の充実を図ろうとするものです。
　また、60～64歳に支給される特別
支給の老齢厚生年金を対象とした在
職老齢年金制度について、支給停止
とならない範囲が現行の28万円から
「47万円」に拡大されます。


